
 
 
 
 

 

｢特定退職金共済｣規約 
第 176 回臨時理事会で一部変更 
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第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この規約は、一般財団法人全国中小企業共済財団（以

下「全共済」という）が中小企業事業主の相互扶助の精神に

もとづき、その従業員について実施する退職金共済制度（以

下「本制度」という）の内容およびその業務の方法に関して

定めることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この規約で「退職」とは、事業主とその従業員の間に

おける雇用関係が終了することをいう。 

２ この規約で「退職金共済契約」とは、事業主が全共済に掛

金を払込むことを約し、全共済が当該事業主の雇用する従業

員の退職に際し、この規約で定める退職金の支払を約する契

約をいう。 

３ この規約で「共済契約者」とは、退職金共済契約の一方の

当事者である事業主をいう。 

４ この規約で「被共済者」とは、その者の退職に際し、この

規約で定める退職金の支払を受けるべき従業員をいう。 

５ この規約で「基本掛金」とは、従業員が退職金共済契約に

もとづく被共済者である期間において払込むべき掛金をいう。 

６ この規約で「過去勤務期間」とは、退職金共済契約にもと

づく被共済者となった日の前日まで共済契約者となる事業主

のもとで引続いて勤務した期間をいう。 

７ この規約で「過去勤務通算期間」とは、過去勤務期間のう

ちで退職金共済契約にもとづく退職金の計算に含める期間を

いう。 

８ この規約で「過去勤務掛金」とは、過去勤務通算期間に対

応するものとして、別に定める期間において払込むべき掛金

をいう。 

９ この規約で「過去勤務一括掛金」とは、次の各号に掲げる

ものをいう。 

（１）中小企業退職金共済法第１７条第１項の規定により独

立行政法人勤労者退職金共済機構から本制度に引渡され

る金額 

（２）所得税法施行令第７３条第１項第７号ハ（３）で定め

る契約にもとづき他の特定退職金共済団体から本制度に

引渡される金額 

１０ この規約で「引継退職金」とは、所得税法施行令第７３

条第１項第８号ホの規定にもとづき、退職金の通算のため本

制度内において引継がれるべき退職金相当の金額をいう。 

１１ この規約で「引受退職金」とは、次の各号に掲げるもの

をいう。 

（１）中小企業退職金共済法第３１条第１項の規定にもとづ

き、退職金の通算のため独立行政法人勤労者退職金共済機

構から本制度が受入れる退職金相当の金額 

（２）所得税法施行令第７３条第１項第８号ハで定める契約

にもとづき、退職金の通算のため他の特定退職金共済団体

から本制度が受入れる退職金相当の金額 

１２ この規約で「特定退職金共済団体」とは、所得税法施行

令第７３条第１項にもとづいて所轄税務署長の承認を受けて

いる団体をいう。 

１３ この規約で「加盟団体」とは、全共済の設立主旨および

目的等に賛同し、これに加盟する中小企業団体等をいう。 

１４ この規約で「反社会的勢力」とは、暴力団、暴力団員（暴

力団員でなくなった日から 5 年を経過しない者を含む。）、暴

力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力をいう。 

 

（事務の委託） 

第３条 全共済は、本制度の推進等に関する協約を締結する加

盟団体に対し、次の各号に掲げる事務を委託することができ

る。 

（１）退職金共済契約申込書および申込金の取りまとめ等に

関すること 

（２）本制度に関する諸手続等についての取次および指導に

関すること 

 

 

第２章 退職金共済契約 

 

第１節 申込および成立等 

 

（申込要件等） 

第４条 加盟団体に属する事業主でなければ、この退職金共済

契約（以下「共済契約」という）の締結を申込むことができ

ない。ただし、特別の事情があると全共済が認めた場合は、

この限りでない。 

２ 事業主は、共済契約の締結時において、次の各号に掲げる

者を除く全ての従業員について共済契約を締結しなければな

らない。 

（１）既に本制度もしくは他の特定退職金共済団体の被共済

者になっている者 

（２）個人事業所にあっては、その事業主および当該事業主

と同一生計に属する者 

（３）法人事業所にあっては、使用人兼務役員以外の役員で

ある者 

３ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる者については

共済契約を締結しないことができる。 

（１）臨時雇またはパートタイマーである者 

（２）試用期間中または休職期間中の者および非常勤である

者 

４ 基本掛金は、その全額を共済契約者となる事業主が負担し

なければならない。 

５ 事業主は、従業員の意に反して共済契約の締結を行っては

ならず、特定の従業員について不当な差別を行ってはならな

い。 

 

（基本掛金） 

第５条 基本掛金は、１口につき月額１千円とする。 

２ 基本掛金の払込限度は、被共済者１名につき最高３０口の

月額３万円までとし、その範囲内において選択加入できる。 

３ 全共済に払込まれた基本掛金およびその運用益等は、これ



を共済契約者に返還しない。 

 

（申込手続） 

第６条 共済契約者となる事業主は、所定の申込書用紙に被共

済者となるべき従業員に関する必要事項を記載し、基本掛金

の払込口数に相当する申込金を添えて、全共済の定める方法

により申込しなければならない。 

２ 前項の申込金は、共済契約の成立後に払込まれるべき基本

掛金の初回分に充当する。 

 

（共済契約の成立） 

第７条 共済契約は、全共済が前条の申込を承諾したときに成

立し、その日は申込を受理した月の翌月１日とし、かつその

日から効力を生ずる。 

２ 全共済は、共済契約の成立後、共済契約者に対し被共済者

ごとに退職金共済加入証（以下「加入証」という）を交付す

る。この加入証の交付をもって前条の申込に対する全共済の

承諾通知に代えるものとする。 

３ 共済契約者は、前項の加入証を受領後、これを被共済者に

呈示して共済契約の成立を周知しなければならない。 

 

（２回目以降の基本掛金の払込） 

第８条 共済契約者は、被共済者の退職または共済契約の解除

および解約のいずれかまでの期間において、全共済の定める

方法により所定の基本掛金を払込まなければならない。 

２ 前項の払込期限は、当該基本掛金の充当月の前月末日まで

とする。 

３ 前項の払込期限までに基本掛金が払込まれなかった場合、

払込期限の翌日から起算して当該基本掛金が払込まれた日の

前日までの日数について日歩３銭の割合で計算される延滞利

息を徴収することがある。 

 

第２節 退職金等の支払  

 

（退職金） 

第９条 被共済者が退職または第４条２項３号で定める役員に

該当することになった場合、全共済は当該被共済者に対し、

基本掛金の払込期間に対応する別表Ⅰで定める金額に当該払

込口数を乗じて計算される退職金を一時金として支払う。 

２ 共済契約の内容に関し、前項と異なる内容を有する場合、

全共済は当該被共済者に対し、次の各号に掲げるそれぞれで

計算される退職金を一時金として支払う。 

（１）基本掛金の払込口数について中途増口が行われている

場合、第２０条により計算される金額 

（２）基本掛金の払込口数について中途減口が行われている

場合、第２２条により計算される金額 

（３）基本掛金のほか過去勤務掛金の均等払込が行われてい

る場合、第２９条１項および２項により計算される金額 

（４）基本掛金のほか過去勤務一括掛金の払込が行われてい

る場合、第３４条１項により計算される金額 

（５）基本掛金のほか引継退職金の払込が行われている場合、

第３８条１項により計算される金額 

（６）基本掛金のほか引受退職金の払込が行われている場合、

第４２条１項または第４７条１項のいずれか該当する条

項により計算される金額 

３ 本条１項および前項の規定にかかわらず、被共済者の退職

が死亡による場合、その退職金は当該被共済者の遺族に支払

う。 

４ 被共済者から引継退職金または引受退職金の取扱の申出が

あった場合、全共済は当該被共済者に支払うべき退職金相当

について、次の各号により措置する。 

（１）第３５条の引継退職金については、第３７条に定める

取扱 

（２）第３９条の引受退職金については、第４３条に定める

取扱 

（３）第４４条の引受退職金については、第４８条に定める

取扱 

 

（年金） 

第１０条 被共済者から前条１項および２項の退職金について

年金払の申出があった場合、一時金に代えて別表Ⅱで定める

方法により計算される年金月額を１０年間支払うことがある。

ただし、年金払は被共済者としての期間が１０年以上で、か

つ年金月額が１万円以上となる場合に限る。 

２ 前項にもとづく年金払の受給者が受給期間中に死亡した場

合、全共済は当該受給者の遺族に対し未払の年金現価相当の

一時金を支払って清算する。 

 

（弔慰金） 

第１１条 被共済者の退職が死亡による場合、全共済は当該被

共済者の遺族に対し、第９条１項および２項で定める退職金

に基本掛金１口につき１万円の割合で計算される弔慰金を加

算して支払う。 

 

（遺族の範囲等） 

第１２条 第９条３項および第１０条２項の遺族の範囲につい

ては、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）配偶者。ただし、届出をしていないが、被共済者の死

亡当時に事実上の婚姻関係と同様な事情にあった者を含

む 

（２）子、父母、孫、祖父母および兄弟姉妹であって、被共

済者の死亡当時に主としてその収入によって生計を維持

していた者 

（３）前号で掲げる者のほか、被共済者の死亡当時に主とし

てその収入によって生計を維持していた者 

（４）子、父母、孫、祖父母および兄弟姉妹であって、本項

２号に該当しない者 

２ 前項の遺族について退職金等の支払を受ける順位は、前項

各号に掲げる順位とする。ただし、前項２号および４号で掲

げる者にあっては、それぞれで掲げる順位とする。この場合、

父母については養父母、実父母の順位とし、祖父母について

は養父母の養父母、養父母の実父母、実父母の養父母、実父

母の実父母の順位とする。 

３ 前項の順位に関し、同順位者が複数となる場合、その人数



によって等分する 

 

（請求手続および支払方法） 

第１３条 共済契約者は、被共済者が退職した場合、速やかに

その旨を全共済に届出しなければならない。 

２ 退職金等を請求しようとする者は、次の各号に掲げる書類

を作成し、加入証を添えて共済契約者を通じ全共済に提出し

なければならない。 

（１）退職通知書 

（２）退職金請求書 

（３）その他全共済が必要とする書類 

３ 退職金の年金払を申出しようとする者は、前項で定める書

類のほか年金申出書を提出しなければならない。 

４ 弔慰金を請求しようとする者は、本条２項で定める書類の

ほか次の各号に定める書類を提出しなければならない。 

（１）死亡診断書 

（２）除籍謄本 

５ 第１０条２項の未払年金現価相当の一時金を請求しようと

する者は、前項各号で定める書類のほか未払年金現価一時金

請求書を提出しなければならない。 

６ 全共済は、本条３項、４項および前項の請求に対し、被共

済者本人、被共済者の遺族または年金払受給者の遺族のそれ

ぞれに支払う。 

 

（退職金の減額） 

第１４条 被共済者の責に帰すべきもので、次の各号に掲げる

事由により退職し、かつ当該共済契約者からの申出があった

場合、全共済は本来支払うべき退職金を減額することがある。 

（１）窃盗、横領、傷害、その他刑罰法規に触れる行為によ

り共済契約者に重大な損害を与え、その名誉または信用を

著しく毀損もしくは職場規律を著しく乱したとき 

（２）共済契約者に関係する秘密の漏洩、その他の行為によ

り職務上の義務に著しく違反したとき 

（３）正当な理由もなく、欠勤、その他の行為により職務上

の義務に著しく違反したとき 

２ 前項の規定にかかわらず、退職金の額に第３５条の引継退

職金または第３９条および第４４条の引受退職金に係わる支

払が含まれる場合、その支払相当については減額の対象とし

ない。 

３ 退職金の減額事由ならびに減額すべき金額等の認定に関し

ては、第５４条で定める退職金共済審査会（以下「審査会」

という）の議を経なければならない。 

 

（減額申出の手続） 

第１５条 共済契約者は、被共済者の退職金請求の手続に併せ

て全共済に対し、次の各号に掲げる事項を記載した退職金減

額申出書を提出しなければならない。 

（１）共済契約者の氏名または名称および住所 

（２）減額すべき被共済者の氏名および住所 

（３）減額すべき事由  

（４）減額すべき金額または割合 

２ 退職金の減額を行った場合、全共済は当該共済契約者なら

びに当該被共済者に対し、その結果を通知する。 

 

第３節 解除および解約 

 

（解除および解約）  

第１６条 全共済は、次の各号に掲げる場合を除いて、共済契

約の一部もしくは全部を解除することができない。 

（１）共済契約者が基本掛金および過去勤務掛金の払込を怠

ったとき。ただし、正当な理由があると全共済が認めた場

合を除く 

（２）共済契約者もしくは被共済者が偽り、その他の不正行

為により退職金または解約等手当金の支払を受け、また受

けようとしたとき 

（３）共済契約者もしくは被共済者（受取人）が反社会的勢

力に該当すると認められるとき、および反社会的勢力に関

与していることが認められるとき 

２ 共済契約者は、次の各号に掲げる場合を除いて、共済契約

の一部もしくは全部を解約することができない。 

（１）被共済者の同意があったとき 

（２）基本掛金および過去勤務掛金の払込を継続することが

著しく困難であると認められるとき 

（３）合併、移転、その他の理由により他の特定退職金共済

団体（以下「他の共済団体」という）に属する共済契約者

にならざるを得ないとき 

３ 本条１項の解除および前項の解約は、将来に向かってのみ

効力を有する。 

４ 本条１項１号および２号または２項２号に関する認定につ

いては、審査会の議を経なければならない。 

５ 本条２項３号にもとづく解約については、当該他の共済団

体と全共済の間において、所得税法施行令第７３条第１項第

７号ハ（３）で定める契約を締結している場合に限る。 

 

（解除および解約の手続） 

第１７条 共済契約を解除しようとする場合、全共済は解除事

由を記載した書類で共済契約者に通知しなければならない。 

２ 前項の通知書を受領後、共済契約者は速やかに被共済者に

その旨を周知しなければならない。 

３ 前条２項１号により解約しようとする場合、共済契約者は

被共済者の解約同意を証する書類のほか加入証および解約等

手当金請求書を提出しなければならない。 

４ 前条２項２号により解約しようとする場合、共済契約者は

基本掛金等の払込を継続することが困難であることを証する

書類のほか加入証および解約等手当金請求書を提出しなけれ

ばならない。 

５ 前条２項３号により解約しようとする場合、共済契約者は

予め全共済にその旨を申出ると共に、当該他の共済団体に属

する共済契約者になった後、直ちに当該他の共済団体を通じ

て、全共済に対し次の各号に掲げる事項を記載した解約等手

当金申出書のほか加入証および解約同意を証する書類を提出

しなければならない。 

（１）申出する共済契約者の氏名もしくは名称および住所 

（２）当該共済契約者に係わる資産総額相当を当該他の共済



団体に引渡すことの要請事項 

（３）引渡先となる当該他の共済団体の名称および住所 

（４）全共済との解約年月日 

（５）当該他の共済団体と新たに共済契約を締結した年月日 

（６）その他参考となるべき事項 

 

（解約等手当金の支払） 

第１８条 全共済は、解約等手当金を被共済者に対し支払う。 

２ 前項の解約等手当金の額は、第９条１項および２項各号の

それぞれにより計算される退職金に同額とする。 

３ 第１６条１項２号にもとづき解除した場合、全共済は解約

等手当金を支払わない。ただし、特別の事情があると全共済

が認めた場合、審査会の議を経て解約等手当金の一部もしく

は全部を支払うことがある。 

４ 前項の規定にかかわらず、解約等手当金に第３５条の引継

退職金、第３９条および第４４条の引受退職金に係わる支払

が含まれる場合、その支払相当について、これを適用しない。 

５ 本条１項の規定にかかわらず、第１６条２項３号にもとづ

く解約の場合、共済契約者の申出にもとづき当該他の共済団

体に直接引渡すことにより支払う。 

 

第４節 基本掛金の払込口数の変更 

 

（増口の申込等）  

第１９条 共済契約者は、共済契約の中途において、基本掛金

の払込口数の増口を申込むことができる。ただし、増口後の

払込限度については第５条２項の規定を準用する。 

 

（退職金の計算） 

第２０条 前条により増口した被共済者が退職した場合、その

退職金は次の各号に掲げる方法により計算される金額の合計

とする。 

（１）共済契約の成立時からの払込口数分については、第９

条１項で定める方法により計算される金額 

（２）増口された払込口数分については、増口時から退職時

までの期間に関し第９条１項で定める方法により計算さ

れる金額 

 

（減口の申込等） 

第２１条 共済契約者は、被共済者の同意を得た場合に限って

共済契約の中途において、基本掛金の払込口数の減口を申込

むことができる。ただし、減口は１口を除く範囲に限るもの

とし、被共済者ごとに最低１口以上を当該被共済者の退職ま

での期間において継続しなければならい。 

２ 減口した払込口数に対応する退職金相当については、減口

時に支払わず、当該被共済者の退職時に一括して支払う。 

 

（退職金の計算） 

第２２条 前条にもとづき減口した被共済者が退職した場合、

その退職金は次の（１）により計算される金額から（３）に

より計算される金額を差し引いた金額、または次の（１）お

よび（２）により計算される金額の合計額から（３）により

計算される金額を差し引いた金額とする。 

（１）減口に関係なく、共済契約の成立日から退職までの払

込期間に対応する別表Ⅰで定める金額に当該払込口数を

乗じて計算される金額 

（２）減口に関係なく、増口開始時から退職までの払込期間

に対応する別表Ⅰで定める金額に払込口数を乗じて計算

される金額 

（３）減口開始時から退職までの期間に対応する別表Ⅰで定

める金額に減口した口数を乗じて算出される金額 

 

（変更手続） 

第２３条 増口については、所定の増口申込書用紙に増口する

被共済者に関する必要事項を記載し、その払込口数に相当す

る申込金を添えて全共済の定める方法により申込しなければ

ならない。 

２ 前項の申込金については、第６条２項の規定を準用する。 

３ 減口については、所定の減口申込書用紙に減口する被共済

者に関する必要事項を記載し、被共済者の同意を証する書類

を添えて、全共済の定める方法により申込しなければならな

い。 

 

 

第３章 過去勤務期間の通算に関する特例 

 

第１節 過去勤務掛金の均等払込による場合 

 

（申込要件等） 

第２４条 事業主は、被共済者となるべき従業員のうち申込時

において過去勤務期間を有する者がある場合、当該従業員に

ついて過去勤務通算期間（以下「通算期間」という）の取扱

を申込むことができる。 

２ 前項の申込に際し、事業主は通算期間を有する従業員全員

について手続しなければならない。 

３ 本条１項の申込は、共済契約の締結時の１回に限る。 

４ 通算期間は、１年未満を切捨てとし、年単位に最高１０年

までとする。 

５ 過去勤務掛金の負担については、第４条４項の規定を準用

する。この場合、第４条４項の文中に「基本掛金」とあるを

「過去勤務掛金」と読み替える。 

６ 通算期間の取扱開始後は、その内容について変更すること

ができない。 

 

（過去勤務掛金） 

第２５条 基本掛金１口月額１千円に対応する過去勤務掛金の

月額は、各通算期間ごとに別表Ⅲのとおりとする。 

２ 過去勤務掛金の払込限度は、被共済者１名について当該被

共済者の基本掛金の払込口数以下で、かつ最高３０口までと

し、その範囲内で選択加入できる。 

３ 全共済に払込まれた過去勤務掛金およびその運用益等につ

いては、第５条３項の規定を準用する。この場合、第５条３

項の文中に「基本掛金」とあるを「過去勤務掛金」と読み替

える。 



 

（申込手続） 

第２６条 事業主は、共済契約の締結申込と同時に所定の通算

期間申込書用紙に必要事項を記載し、過去勤務掛金の払込口

数に相当する申込金を添えて全共済の定める方法により申込

しなければならない。 

２ 前項の申込金については、第６条２項の規定を準用する。

この場合、第６条２項の文中に「基本掛金」とあるを「過去

勤務掛金」と読み替える。 

 

（通算期間の取扱の成立等） 

第２７条 通算期間の取扱の成立、申込に対する承諾通知およ

び被共済者への周知等に関しては、第７条１項、２項および

３項の規定を準用する。 

 

（２回目以降の過去勤務掛金の払込） 

第２８条 共済契約者は、別表Ⅲで定める通算期間ごとの払込

期間において、全共済の定める方法により過去勤務掛金を払

込まなければならない。ただし、別表Ⅲで定める通算期間ご

との払込期間の中途において退職もしくは共済契約の解除お

よび解約が生じた場合においては、その解除および解約まで

の期間において過去勤務掛金を払込まなければならない。 

２ 過去勤務掛金の払込期限および延滞利息等については、第

８条２項および３項の規定を準用する。この場合、第８条２

項および３項の文中に「基本掛金」とあるを「過去勤務掛金」

と読み替える。 

 

（退職金の計算） 

第２９条 過去勤務掛金の払込を終了し、かつ基本掛金と過去

勤務掛金の払込口数が同一である被共済者が退職した場合、

その退職金は基本掛金の払込期間と通算期間の合計期間につ

いて第９条１項で定める方法により計算する。 

２ 過去勤務掛金の払込を終了し、かつ基本掛金の払込口数が

過去勤務掛金の払込口数を超える被共済者が退職した場合、

その退職金は次の各号に掲げる金額の合計とする。 

（１）基本掛金と過去勤務掛金の払込口数が同一である分に

ついては、前項と同じ方法により計算される金額 

（２）基本掛金の払込口数が過去勤務掛金の払込口数を超え

る分については、第９条１項で定める方法により計算され

る金額 

３ 過去勤務掛金の払込期間の中途で被共済者が退職した場合、

その退職金は次に掲げる金額の合計とする。 

（１）基本掛金の払込口数分については、第９条１項で定め

る方法により計算される金額 

（２）過去勤務掛金の払込口数分については、過去勤務掛金

の月額を計算対象とし、第９条１項で定める方法により計

算される金額 

 

（弔慰金） 

第３０条 過去勤務掛金の払込期間の中途で被共済者が死亡し

た場合、過去勤務掛金の払込口数に対応する弔慰金の支払は

行わない。 

 

第２節 過去勤務一括掛金の払込による場合 

 

（申出要件等） 

第３１条 事業主は、次の各号のいずれかに該当した場合、共

済契約の締結に際し過去勤務一括掛金（以下「一括掛金」と

いう）の払込をともなう共済契約の締結を申出ることができ

る。 

（１）独立行政法人勤労者退職金共済機構（以下「共済機構」

という）に係わる共済契約者が中小企業退職金共済法（以

下「中退法」という）第１７条第１項の規定により共済契

約を解除されたとき 

（２）他の共済団体に係わる共済契約者が当該他の共済団体

の規約等の定めるところにより共済契約を解除されたと

き 

（３）合併、移転、その他の理由により他の共済団体との共

済契約を解約し、全共済に係わる共済契約者にならざるを

得ないとき 

２ 前項の規定にかかわらず、当該事業主は次の各号に掲げる

条件を充たしていなければならない。 

（１）共済機構または他の共済団体から共済契約を解除され

た後、直ちに全共済との間において新たな共済契約を締結

していること 

（２）共済機構または他の共済団体から支払われる解約手当

金等に関し未請求であること 

３ 本条１項の申出時期については、第２４条３項の規定を準

用する。 

４ 本条１項３号にもとづく取扱については、当該他の共済団

体と全共済との間において所得税法施行令第７３条第１項第

７号ハ（３）で定める契約を締結している場合に限る。 

５ 一括掛金について第２４条４項の通算期間の限度および第

２５条２項の過去勤務掛金の払込限度に係わる規定は、これ

を適用しない。 

 

（申出手続） 

第３２条 前条の取扱を申出しようとする事業主は、全共済に

対し一括掛金の払込をともなう共済契約の締結の申込である

ことを事前に通知すると共に、共済契約を締結した後、財務

省令で定めるところにより手続しなければならない。 

２ 前条１項１号に該当する場合、事業主は共済機構の定める

書類を作成し、全共済を通じて共済機構に提出しなければな

らない。 

３ 前条１項２号および３号に該当する場合、事業主は次の各

号に掲げる事項を記載した書類を作成し、全共済を通じて当

該他の共済団体に提出しなければならない。 

（１）申出しようとする共済契約者の氏名または名称および

住所 

（２）当該共済契約者に属する資産総額相当を全共済に引渡

すための要請事項 

（３）当該共済契約が解除された年月日 

（４）全共済の名称および住所 

（５）当該共済契約を解除した当該他の共済団体の名称およ



び住所 

（６）当該共済契約者が全共済と共済契約を締結した年月日 

（７）その他参考となるべき事項 

 

（一括掛金の払込） 

第３３条 一括掛金は、申出する共済契約者からの提出書類に

もとづき、全共済が共済機構または他の共済団体から直接払

込を受ける。 

２ 一括掛金の払込が終了した場合、全共済は当該共済契約者

に対し、速やかにその旨を通知する。 

３ 全共済に払込まれた一括掛金およびその運用益等について

は、第５条３項の規定を準用する。この場合、第５条３項の

文中に「基本掛金」とあるを「一括掛金」と読み替える。 

 

（退職金の計算等） 

第３４条 通算期間を基礎とした一括掛金の払込を行った被共

済者が退職した場合、その退職金は次の各号に掲げる金額の

合計とする。 

（１）基本掛金の払込口数分については、第９条１項で定め

る方法により計算される金額 

（２）一括掛金としての払込分については、基本掛金が払込

まれた日の属する月の翌月１日から退職までの据置期間

に対応する別表Ⅰ－２に定める係数を乗じて計算される

金額 

２ 一括掛金としての払込分について弔慰金は、支払わない。 

 

 

第４章 本制度内における退職金の通算に関する特例 

 

（申出要件等） 

第３５条 全共済に係わる共済契約者または共済契約者であっ

た者に属する被共済者が退職し、新たに全共済に係わる他の

共済契約者に属する被共済者になる場合または被共済者にな

っている場合であって、かつ次の各号に掲げる条件を充たし

ている場合、当該被共済者は退職金の通算のため引継退職金

の取扱を申出ることができる。 

（１）全共済から退職金が支払われることになっている者で

あって、かつその退職金について未請求であること 

（２）退職した日の翌日から起算して３年以内であること 

２ 被共済者が前項の取扱を申出しようとする場合、現に属す

る共済契約者はその手続等に関して協力しなければならない。 

 

（申出手続） 

第３６条 前条の取扱を申出しようとする被共済者は、次の各

号に掲げる書類を現に属する共済契約者を通じて全共済に提

出しなければならない。 

（１）退職金通算申出書 

（２）既に退職した共済契約者に属する被共済者であったと

きの加入証 

（３）現に属する共済契約者の被共済者になったときの加入

証 

２ 前項１号の退職金通算申出書については、次の各号に掲げ

る事項を記載しなければならない。 

（１）当該被共済者の氏名および住所 

（２）当該被共済者が現に属する共済契約者の氏名または名

称および住所 

（３）当該被共済者が退職した共済契約者または共済契約者

であった者の氏名または名称および住所 

（４）前号の退職年月日 

 

（引継方法等） 

第３７条 引継退職金は、前条により当該被共済者から提出さ

れた書類にもとづき、本制度内において当該被共済者の属す

る共済契約者の氏名または名称および住所を変更することに

より引継を行う。 

２ 前項の引継を終了した場合、全共済は現に属する共済契約

者を通じて当該被共済者に通知する。 

３ 本条１項の引継を終了した引継退職金およびその運用益等

については、第５条３項の規定を準用する。この場合、第５

条３項の文中に「基本掛金」とあるを「引継退職金」と読み

替える。 

 

（退職金の計算等） 

第３８条 引継退職金の払込を行った被共済者が退職した場合、

その退職金は次の各号に掲げる金額の合計とする。 

（１）基本掛金の払込口数分については、第９条１項で定め

る方法により計算される金額 

（２）引継退職金としての払込分については、共済契約が成

立した日から退職までの据置期間に対応する別表Ⅰ－２

に定める係数を乗じて計算される金額 

２ 引継退職金としての払込分について弔慰金は、支払わない。 

 

 

第５章 他の退職金共済との間における 

退職金の通算に関する特例 

 

第１節 中小企業退職金共済制度との通算 

 

（引受退職金受入の申出要件等） 

第３９条 共済機構に係わる共済契約者または共済契約者であ

った者に属する被共済者が退職し、新たに全共済に係わる共

済契約者に属する被共済者になっている場合であって、かつ

次の各号に掲げる条件を充たしている場合、その被共済者は

退職金の通算のため引受退職金受入の取扱を申出ることがで

きる。ただし、共済機構と全共済の間において中退法第３１

条第１項で定める契約を締結している場合に限る。 

（１）共済機構から退職金が支払われることになっている者

であって、かつその退職金について未請求であること 

（２）退職した日の翌日から起算して３年以内であること 

２ 前項の申出に関し、現に属する共済契約者の協力等につい

ては、第３５条２項の規定を準用する。 

 

（申出手続） 

第４０条 前条の取扱を申出しようとする者は、共済機構所定



の退職金通算申出書用紙に必要事項を記載し、中小企業退職

金共済制度の被共済者手帳および全共済から交付されている

加入証を添えて全共済に提出しなければならない。 

 

（引受退職金の受入方法等） 

第４１条 引受退職金は、前条の申出にもとづき全共済が共済

機構から直接受入れる。 

２ 前項の受入が終了した場合、全共済は現に属する共済契約

者を通じて当該被共済者に通知する。 

３ 全共済が受入れた引受退職金およびその運用益等について

は、第５条３項の規定を準用する。この場合、第５条３項の

文中に「基本掛金」とあるを「引受退職金」と読み替える。 

 

（退職金の計算等） 

第４２条 引受退職金の払込を行った被共済者が退職した場合、

その退職金は次の各号に掲げる金額の合計とする。 

（１）基本掛金の払込口数分については、第９条１項で定め

る方法により計算される金額 

（２）引受退職金としての払込分については、払込まれた日

の属する月の翌月１日から退職までの期間に対応する別

表Ⅰ－２に定める係数を乗じて計算される金額 

２ 引受退職金としての払込分について弔慰金は、支払わない。 

 

（退職金相当の引渡） 

第４３条 全共済は、本制度の被共済者が退職し、新たに共済

機構に係わる共済契約者に属する被共済者になっている場合

であって、かつ次の各号に掲げる条件を充たしている場合、

当該被共済者の申出にもとづき退職金相当の金額を共済機構

に直接引渡す。ただし、共済機構と全共済の間において中退

法第３０条第１項に定める契約を締結している場合に限る。 

（１）本制度から退職金が支払われることになっている者で

あって、かつその退職金について未請求であること 

（２）退職した日の翌日から起算して３年以内であること 

２ 前項の取扱を申出しようとする者は、共済機構を通じて前

項２号で定める期間内に、全共済に次の各号に掲げる書類を

提出しなければならない。 

（１）退職金通算申出書 

（２）全共済が交付した加入証 

（３）既に共済機構に係わる共済契約者に属する被共済者で

あり、かつ当該被共済者の退職に際して共済機構から退職

金が支払われることを証する書類 

 ３ 前項１号の退職金通算申出書の記載については、第３６条

２項の規定を準用する。 

 

第２節 他の特定退職金共済制度との通算 

 

（引受退職金受入れの申出要件等） 

第４４条 他の共済団体に係わる共済契約者または共済契約者

であった者に属する被共済者が退職し、新たに全共済に係わ

る共済契約者に属する被共済者になっている場合であって、

かつ次の各号に掲げる条件を充たしている場合、当該被共済

者は退職金の通算のため引受退職金受入の取扱を申出ること

ができる。ただし、当該他の共済団体と全共済の間において

所得税法施行令第７３条第１項第８号ハに定める契約を締結

する場合に限る。 

（１）他の共済団体から退職金が支払われることになってい

る者であって、かつその退職金について未請求であること 

（２）退職した日の翌日から起算して３年以内であること 

２ 前項の申出に関し、現に属する共済契約者の協力等につい

ては第３５条２項の規定を準用する。 

 

（申出手続） 

第４５条 前条の取扱を申出しようとする者は、次の各号に掲

げる書類を現に属する共済契約者を通じて全共済に提出しな

ければならない。 

（１）退職金通算申出書 

（２）既に退職した共済契約者に属する被共済者であったと

き、他の共済団体から交付された加入証またはこれに類す

る書類 

（３）現に属する共済契約者の被共済者になったとき、全共

済から交付された加入証 

２ 前項１号の退職金通算申出書の記載に関し、当該他の共済

団体の名称および住所のほかについては、第３６条２項の規

定を準用する。 

 

（引受退職金の受入方法等） 

第４６条 引受退職金は、前条の申出にもとづき全共済が当該

他の共済団体から直接受入れる。 

２ 当該被共済者に対する通知については第４１条２項を、ま

た引受退職金およびその運用益等については、第５条３項の

規定を準用する。 

この場合、第５条３項の文中に｢基本掛金｣とあるを｢引受退

職金｣と読み替える。 

 

（退職金の計算等） 

第４７条 引受退職金の払込を行った被共済者が退職した場合、

その退職金の計算については第４２条１項の規定を準用する。 

２ 弔慰金については、第４２条２項の規定を準用する。 

 

（退職金相当の引渡） 

第４８条 全共済は、本制度の被共済者が退職し、新たに他の

共済団体に係わる共済契約者に属する被共済者になっている

場合であって、かつ次の各号に掲げる条件を充たしている場

合、当該被共済者の申出にもとづき退職金相当の金額を当該

共済団体に直接引渡す。ただし、当該他の共済団体と全共済

の間において所得税法施行令第７３条第１項第８号ハに定め

る契約を締結している場合に限る。 

（１）本制度から退職金の支払を受けることができる者であ

って、かつその退職金について未請求であること 

（２）退職した日の翌日から起算して３年以内であること 

２ 前項の取扱を申出しようとする者は、当該他の共済団体を

通じて前項２号で定める期間内に、全共済に次の各号に掲げ

る書類を提出しなければならない。 

（１）退職金通算申出書 



（２）全共済が交付した加入証 

（３）既に当該他の共済団体に係わる共済契約者に属する被

共済者であり、かつ当該被共済者の退職に際して当該他の

共済団体から退職金が支払われることを証する書類 

３ 前項１号の退職金通算申出書の記載については、全共済の

名称および住所のほか第３６条２項の規定を準用する。 

 

 

第６章 管理 

 

（事務） 

第４９条 本制度に関する事務は、全共済の事務局において取

扱う。 

 

（会計）  

第５０条 本制度の会計は、特定退職金共済会計とし、他の会

計と区分して処理する。 

 

（資産の運用） 

第５１条 本制度の基本掛金、過去勤務掛金、過去勤務一括掛

金、引継退職金および引受退職金として払込まれたものから、

本制度の運営に要する必要最小限の事務費を差引いた残余の

資産については、次の各号に掲げる方法により安全かつ確実

に運用しなければならない。 

（１）被共済者を被保険者とする生命保険契約の保険料 

（２）預貯金 

（３）公社債 

（４）合同運用信託 

（５）証券投資信託の受益証券 

２ 前項の資産は、これを担保に供したり、貸付を行ってはな

らない。 

 

（承認）  

第５２条 本制度に係わる予算、決算およびその他の重要事項

については、全共済の理事会の議を経なければならない。 

 

（書類の備付および閲覧） 

第５３条 本制度の予算、決算およびその他の関係書類を事務

所に備付け、共済契約者、被共済者および加盟団体等の閲覧

に供さなければならない。 

 

第７章 雑則 

 

 

（退職金共済審査会） 

第５４条 全共済に退職金共済審査会（以下「審査会」という）

を置く。 

２ 審査会は、この規約で定められた事項について審査し、決

定する。 

３ 審査会の委員長１名および委員若干名は、全共済の理事長

が委嘱する。 

 

（報告等） 

第５５条 全共済は、この規約の施行および本制度の運営上の

必要最小限な範囲において共済契約者または被共済者に報告

を求め、かつ調査することができる。 

２ 共済契約者は、次の各号に掲げる事項が生じた場合、速や

かにその旨を全共済に届出しなければならない。 

（１）共済契約者の氏名または名称および住所が変更したと

き 

（２）第１６条１項２号に該当する事実を知ったとき 

 

（加入証の保管） 

第５６条 共済契約者は、加入証を保管し、被共済者から求め

られた場合、これを呈示しなければならない。 

２ 被共済者から退職の申出があった場合、共済契約者は退職

通知書を作成し、加入証に添えて当該被共済者に手交しなけ

ればならない。 

３ 加入証が紛失、汚損および破損等により使用に耐えられな

くなった場合、共済契約者は加入証の再発行を求めることが

できる。 

 

（退職金等に関する権利譲渡の禁止） 

第５７条 本制度から退職金および解約等手当金の支払を受け

る権利は、他人に譲渡したり、また担保に供してはならない。 

 

（退職金等の返還） 

第５８条 第１６条１項２号に該当する場合であって、かつ退

職金または解約等手当金が既に支払われている場合、全共済

はそれらの返還を求めることがある。 

 

（規約の改廃） 

第５９条 この規約の改廃は、全共済の理事会の議を経て、所

轄税務署長の承認をうけなければならない。 

 

（規約の一部変更にともなう経過措置） 

第６０条 平成２７年４月１日付の規約一部変更にかかわらず、

平成２７年３月１日以前からの被共済者については、次の各

号に掲げる経過措置を講ずる。 

（１）平成２７年３月１日以前に被共済者になった者が平成

２７年４月１日以降に退職した場合、その退職金について

は当該共済契約の成立日または基本掛金の増口分成立日

を基準とし、下表で定める退職金支払額表により計算する。 

掛金の払込期間 適用される退職金支払額表 

昭和４５年４月１日～ 

平成６年３月３１日まで 

この規約で定める別表Ⅳ－１  

(左記の払込期間に施行されていた 

規約で定める別表Ⅰ) 

平成６年４月１日～ 

平成８年３月３１日まで 

この規約で定める別表Ⅳ－２ 

(左記の払込期間に施行されていた 

規約で定める別表Ⅰ) 

平成８年４月１日～ 

平成１１年１１月３０日まで 

この規約で定める別表Ⅳ－３ 

(左記の払込期間に施行されていた 

規約で定める別表Ⅰ) 



平成１１年１２月 1 日～ 

平成１５年５月３１日まで 

この規約で定める別表Ⅳ－４ 

(左記の払込期間に施行されていた 

規約で定める別表Ⅰ) 

平成１５年６月１日～ 

平成２１年８月３１日まで 

この規約で定める別表Ⅳ－５ 

(左記の払込期間に施行されていた 

規約で定める別表Ⅰ) 

平成２１年９月１日～ 

平成２７年３月３１日まで 

この規約で定める別表Ⅳ－６ 

(左記の払込期間に施行されていた 

規約で定める別表Ⅰ) 

平成２７年４月１日以降 
この規約で定める別表Ⅰ 

(現行の規約で定める別表Ⅰ) 

 

（２）平成２７年３月３１日現在において過去勤務掛金の払

込を行っている被共済者については、所定の払込期間を終

了するまで過去勤務掛金の月額を変更せず、従前どおりと

する。 

（３）前項の規定に該当する被共済者が平成２７年４日１日

以降に退職した場合、その退職金は当該過去勤務掛金の月

額を基準とし、かつ過去勤務掛金の払込開始時に適用され

ていた退職金支払額表により計算する。 

 

 

 

付則 

 

１ この規約は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ この規約で定める各別表は、次のとおりとする。 

 

〔別表Ⅰ〕退職金支払額表(一部省略) 

（基本掛金１口月額１千円につき）        

(平成２７年４月１日施行) 

払込期間 退職金支払額 払込期間 退職金支払額 

６カ月       5,740 円 ８年 95,460 円 

１年 11,520 ９ 107,940 
２      23,150 １０ 120,540 
３      34,910 １５ 185,460 
４      46,780 ２０ 253,700 
５      58,770 ２５ 325,420 
６      70,880 ３０ 400,790 
７      83,110  

 

〔別表Ⅰ－２〕過去勤務一括掛金、引継退職金および引受退職

金の据置期間に係わる退職金支払額計算の係数表(一部省略) 

 

 

〔別表Ⅱ〕年金払による月額の計算方法          

(平成２１年９月 1 日施行) 

年金原資（退職金として支払われる一時金の額に同じ）

１百万円につき１０年確定年金月額８,６６６円の割合

で計算。 

 

〔別表Ⅲ〕過去勤務掛金の均等払込による場合の一口月額掛金

および払込期間表 

(平成２７年４月１日施行)

過去勤務 

通算期間 

過去勤務掛金月

額 
払込期間 

１年        1,010 円 １２カ月均等払 

２     1,020 ２４ 

３     1,030 ３６ 

４     1,040 ４８ 

５     1,060 ６０ 

６     1,270 ６０ 

７     1,490 ６０ 

８     1,710 ６０ 

９     1,930 ６０ 

１０  2,160 ６０ 

 

〔別表Ⅳ－１〕昭和４５年４月１日から平成６年３月３１日ま

での払込期間に適用される退職金支払額表(一部省略) 

（基本掛金１口月額１千円につき）

払込期間 退職金支払額 払込期間 退職金支払額 

６カ月 6,000 円 ８年 125,410 円 

１年   12,000 ９ 147,050 

２   24,680 １０ 171,060 

３   38,500 １５ 319,640 

４   53,460 ２０ 531,770 

５   69,470 ２５ 834,730 

６   86,720 ３０ 1,264,920 

７  105,400  

 

〔別表Ⅳ－２〕平成６年４月１日から平成８年３月３１日まで

の払込期間に適用される退職金支払額表(一部省略) 

（基本掛金１口月額１千円につき）

払込期間 退職金支払額 払込期間 退職金支払額 

６カ月 5,770 円 ８年 109,820 円 

 １年  11,670 ９ 126,470 

２    23,880 １０ 143,870 

３  36,730 １５ 243,340 

４  50,090 ２０ 367,300 

５  64,050 ２５ 521,780 

６  78,640 ３０ 714,290 

７  93,890  

 

〔別表Ⅳ－３〕平成８年４月１日から平成１１年１１月３０日

までの払込期間に適用される退職金支払額表(一部省略) 

（基本掛金１口月額１千円につき）

払込期間 退職金支払額 払込期間 退職金支払額 

６カ月 5,703 円 ８年 99,667 円 

１年     11,484 ９ 113,451 

２     23,241 １０ 127,555 

３     36,000 １５ 203,069 

４     48,000 ２０ 287,672 

(平成２７年４月１日施行)

据置期間 係数 据置期間 係数 

６カ月 0.9849 ８年 1.0612 

１年 0.9898 ９ 1.0718 

２ 0.9997 １０ 1.0825 

３ 1.0097 １５ 1.1377 

４ 1.0198 ２０ 1.1958 

５ 1.0300 ２５ 1.2568 

６ 1.0403 ３０ 1.3209 

７ 1.0507  



５     60,149 ２５ 382,471 

６     73,021 ３０ 488,686 

７     86,194  

 

 

〔別表Ⅳ－４〕平成１１年１２月１日から平成１５年５月３１

日までの払込期間に適用される退職金支払額表(一部省略) 

（基本掛金１口月額１千円につき）

払込期間 退職金支払額 払込期間 退職金支払額 

６カ月 5,703 円 ８年 96,440 円 

１年 11,484   ９ 109,180 

２ 23,210 １０ 122,080 

３ 35,040 １５ 189,050 

４ 47,020 ２０ 260,320 

５ 59,140 ２５ 336,150 

６ 71,420 ３０ 416,840 

７ 83,850  

 

〔別表Ⅳ－５〕平成１５年６月１日から平成２１年８月３１日

までの払込期間に適用される退職金支払額表(一部省略) 

（基本掛金１口月額１千円につき）

払込期間 退職金支払額 払込期間 退職金支払額 

６カ月 5,703 円 ８年 95,460 円 

１年 11,484 ９ 107,940 

２ 23,150 １０ 120,540 

３ 34,910 １５ 185,460 

４ 46,780 ２０ 253,700 

５ 58,770 ２５ 325,420 

６ 70,880 ３０ 400,790 

７ 83,110  

 

〔別表Ⅳ－６〕平成２１年９月１日から平成２７年３月３１日

までの払込期間に適用される退職金支払額表(一部省略) 

（基本掛金１口月額１千円につき）        

払込期間 退職金支払額 払込期間 退職金支払額 

６カ月       5,700 円 ８年 93,060 円

１年 11,430  ９ 104,950  

２ 22,910  １０ 116,910  

３ 34,460  １５ 177,590  

４ 46,060  ２０ 239,800 

５ 57,720  ２５ 303,590 

６ 69,440  ３０ 368,980 

７ 81,220   

 

３ この規約変更経緯は、次のとおりである。 

（１）昭和４５年４月１日制定、施行する。 

（２）昭和５２年４月１日、過去勤務通算期間の取扱開始に

関する一部変更を行う。 

（３）平成６年４月１日、退職金支払額表の引下げおよび過

去勤務掛金について一部変更を行う。 

（４）平成８年４月１日、過去勤務一括掛金の取扱開始、退

職金支払額表の引下げおよび過去勤務掛金について一部

変更を行う。 

（５）平成１１年１２月１日、退職金支払額表の引下げ、お

よび過去勤務掛金について一部変更を行う。 

（６）平成１４年７月１日、退職金の通算制度の導入につい

て一部変更ならびに条文および構成について見直しを行

う。 

（７）平成１５年６月１日、退職金支払額表の引下げ、およ

び過去勤務掛金について一部変更と過去勤務一括掛金、引

継退職金および引受退職金の据置期間に係わる退職金支

払額計算の係数、ならびに減口対象者の退職金計算方法に

ついて一部変更を行う。 

（８）平成１６年１２月１日、弔慰金支払対象年齢制限を撤

廃し、全加入年齢範囲に拡大する一部変更を行う。 

（９）平成２１年９月１日、退職金支払額表の引下げ、およ

び過去勤務掛金について一部変更と過去勤務一括掛金、引

継退職金および引受退職金の据置期間に係わる退職金支

払額計算の係数について一部変更を行う。 

（１０）平成２５年４月１日、反社会的勢力の定義および反

社会的勢力にかかる解除措置の適用等について、一部変更

を行う。 

（１１）平成２７年４月１日、退職金支払額表の引上げ、お

よび過去勤務掛金について一部変更と過去勤務一括掛金、

引継退職金および引受退職金の据置期間に係わる退職金

支払額計算の係数について一部変更を行う。 

（１２）平成３０年４月１日、中小企業退職金共済法施行規

則の一部改正に伴い申出期間、ならびに退職金相当額の引

渡期間を 2 年から 3 年に延長する一部変更を行う。 
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〈平成３０年４月１日〉 


